
ウィズコロナ ポストコロナ時代を見据えた
滋賀県 予算案 および 組織改編案
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未来を変える

みんなの “一歩”

資料１
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※ 本内容には、令和２年度補正予算（２月補正） 令和３年度当初予算の両方を含みます。
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“チェンジ” “チャンス” “チャレンジ” のはずが…

令和2年 万載一遇の年

「麒麟がくる」「スカーレット」 全国知事会議東京2020オリンピック・
パラリンピック

“しがCO2ネットゼロ”ムーブメント

新型コロナウイルス感染症の猛威！

(課題の顕在化）

グローバル経済への過信
市場主義への偏重
東京への一極集中
感染症対策の不十分さ
人材や資機材不足
医療・保健システムの脆弱性 など

コロナによる課題の顕在化、危機感の高まり

(危機感の高まり）

いのち・健康の危機
気候変動の危機
戦争・民主主義の危機 など

“卒近代”

“いのち” を守り、
“次の世代” と
ともに生きる
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H29 台風21号
による被害竜王町弓削 甲賀市水口町



県民との対話（知事への手紙 短期居住 など）
☛ 知事への手紙 ６，363件（3か月で6年分）

医療従事者との対話

有識者とのWeb意見交換
☛ 国内外の有識者 30回以上

職員との対話（ポストコロナ若手WG など）
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当たり前であった“つながり”の分断
☛ 人とひと、人と社会、人と自然のつながりの大切さ

未来との“つながり”
☛ 今を生きる私たちのみならず、未来を生きる子どもたちの

”いのち”と”くらし”を思いやることの重要性

滋賀の強み
☛ 健康・長寿な県民

豊かな歴史・文化
恵まれた自然環境（琵琶湖・山・川）
環境意識の高い県民性
「三方よし」、「利他のこころ」など先人の教え
地域に根付く“自治”の意識
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コロナによって再認識
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子どもの笑顔を増やすための新しい行動様式「すまいる・あくしょん」を全庁あげて取り組みます!

◆ コロナ禍の子どもたちの声から生まれたウィズコロナ、ポストコロナを見据えた新しい行動様式

◆ 「子ども自身が行う行動」「大人が行う行動」と２つの側面から取組を推進

01 正しい情報を選んで伝える

02 子どもの声を聞いて一緒に考える

０３ 心と身体の健康を支え思いやりを育む

04 人とのつながりや喜びを感じられる居場所をつくる

05 のびのびと遊び育つための環境を守る

06 文化・芸術・自然・社会に触れる体験を増やす

07 オンラインを活かすための環境を整備する

健康医療福祉部
子ども・青少年局(内 ３５５０）

すまいる・あくしょん ～ 未来を生きる子ども達のために ～

危機を転機に未来を変える！
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新型コロナウイルス感染症

「より良き自治」 追求の機会

本当の意味での「健康しが」

転機

利他の
こころ

多様性

協働による変革持続可能性

すべての人の
自由と平等

応答性を
備えた対話

権利の保障

大切にしたいこと
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すべてのひとの“いのち”が等しく守られる

本当の意味での「健康しが」

「未来を変える一歩」をみんなで踏み出す年
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本当の意味での「健康しが」

予算 組織・体制連動



令和３年度

当初予算額

対前年度当初予算比

金 額 比 率

一般会計 6,670億円 ＋ 965億円 ＋ 16.9％

通常分 5,649億円 ▲ 57億円 ▲ 1.0%

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対策分 1,021億円 ＋ 1,021億円 皆増

特別会計 2,333億円 ▲ 67億円 ▲ 2.8%

企業会計 1,323億円 ＋ 137億円 ＋ 11.6％

当初予算案の規模

【主な増減要因(対当初予算比・一般会計・歳出）】

○新型コロナウイルス感染症対策関連事業
(1) 今こそ、お互いを尊重し、助け合い ＋ 4億円 (2) 徹底した感染拡大防止策 ＋ 31億円

(3) 医療提供体制の充実･強化 ＋251億円 (4) 経済･雇用･生活支援対策 ＋724億円

(5) 学びの機会の確保･未来への投資 ＋ 11億円

○通常分
・（仮称）彦根総合運動公園の整備経費 ＋ 29億円
・地方消費税の都道府県間の清算金や市町への交付金の増 ＋ 19億円
・国の防災・減災、国土強靱化対策に基づく事業 △132億円

（国の防災・減災、国土強靱化対策に基づく事業は令和2年度補正予算で200億円を計上）
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令和３年度

予算規模

令和２年度

予算規模

対前年度予算比

金 額 比 率

一般会計の実質的な
予算規模(①＋②)

7,000億円 5,844億円 ＋1,156億円 ＋ 19.8％

当初予算① 6,670億円 5,705億円 ＋ 965億円 ＋ 16.9%

当初予算と同日上程
(予定)の前年度補正

予算②
330億円 139億円 ＋ 191億円 ＋137.4％

【参考】一般会計の実質的な予算規模
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県税・地方交付税等の特徴
予 算 額

対前年度当初予算比
背 景

金 額 比 率

県 税（総額） １，６１７億円 ▲１０８億円 ▲６．３％

個人県民税 ５３７億円 ▲３２億円 ▲５．６％
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響に伴う一人当たり給

与所得の減少等により減収が見込まれる。

法人二税 ４１６億円 ▲７４億円 ▲１５．０％
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響により、多くの企業で

業績悪化が見込まれることによる減収。

地方消費税 ２６６億円 ＋７億円 ＋２．７％ ・税率引上げの影響により増収が見込まれる。

軽油引取税 １２５億円 ▲５億円 ▲４．０％
・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響によるトラック輸送量

の減少等により減収が見込まれる。

自動車税 １８９億円 ▲５億円 ▲２．５％
・自動車税環境性能割における臨時的軽減措置

の延長等により減収が見込まれる。

その他 8４億円 ＋１億円 ＋１．０％
・大規模建物の新築の増加による不動産取得税

の増収等。

（参考）
地方消費税（清算後）

６２３億円 ＋１４億円 ＋２．４％ ・税率引上げの影響により増収が見込まれる。

地 方 譲 与 税
(うち特別法人事業譲与税)

１６９億円
(１５０億円)

▲７４億円
(▲７３億円)

▲３０．４%
(▲３２．７％)

・新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響により、多くの企業で
業績悪化が見込まれることによる減収。

地 方 交 付 税 等 １，６６０億円 ＋２５８億円 ＋１８．４%

地方交付税 １，２２０億円 ＋５０億円 ＋４．３% ・県税や地方譲与税の減収等。

臨時財政対策債 ４４０億円 ＋２０８億円 ＋８９．７％ ・地方財政計画における財源不足額の拡大等。

※1 地方消費税（清算後）は、国から払い込まれた地方消費税額を最終消費地に帰属させるために都道府県間で清算した後の額です。
※2 四捨五入により、総額と内訳が一致しない箇所があります。
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・社会・経済の変容に対応する企業等の支援

・県内中小企業等への事業継続支援

・テレワーク導入やワーケーションの推進

・雇用シェアサポート事業 など

感染拡大防止対策
3,538.1百万円

（うち２月補正 401.8百万円）

検査・医療提供体制の充実・確保
25,130.1百万円

相談体制の確保
361.8百万円

（うち２月補正 3.5百万円）

経済・雇用対策
71,909.0百万円

新型コロナウイルス感染症対策の強化

・感染症に関する24時間相談窓口の設置

・こころのケアチームの支援強化

・ SNSによる悩みの相談窓口の設置 など

・ワクチン接種体制の確保

・宿泊療養体制確保

・介護ロボットの導入およびＩＣＴ化の支援

・行政のデジタル化の推進 など

・病床の確保

・医療従事者勤務環境改善の支援

・ＰＣＲ検査体制の充実

・衛生科学センターの機能強化 など
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生活支援
3,334.9百万円

（うち２月補正 2,820.0百万円）

学びの機会の確保
1,162.4百万円

（うち２月補正 72.9百万円）
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・生活困窮者の自立支援

・家族の罹患により在宅生活が困難になる子どもや
高齢者等への支援

・新型コロナウイルス感染症に感染した妊産婦
に対するケア

・外国人県民等への情報提供体制の強化
など

・学校教育活動継続への支援(学習アシスタ
ント、スクールサポートスタッフの配置など）

・スクールカウンセラー・スクールソーシャルワー
カーの拡充

など
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現 行 令和３年度

◇企画係
◇医療人材確保係
◇医療整備係

○感染症対策室

医療政策課 医療政策課

◇企画係
◇医療人材確保係
◇医療整備係

感染症対策課

◇管理係
◇感染情報企画係
◇調査・検査係
◇医療調整係

「感染症対策課」を設置 （健康医療福祉部）

新型コロナウイルス感染症をはじめとした感染症拡大に係る健康危機事案に、より一層
迅速かつ的確に対応していくため、専任職員を増員の上、医療政策課感染症対策室を課に
格上げし、「感染症対策課」を設置します。

◇管理係
◇感染情報企画係
◇調査・医療対策係
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現 行 令和３年度

防災危機管理局 防災危機管理局

○危機管理室◇管理・情報係
◇消防・保安係
◇防災航空係

〇地震・危機管理室
◇地震・防災係
◇危機管理・国民保護係

〇防災対策室
◇防災対策係

◇消防・保安係
◇防災航空係

〇原子力防災室

防災危機管理体制の強化 （知事公室）

自然災害に加え、新型コロナウイルス感染症や高病原性鳥インフルエンザなど頻発する危
機管理事案に全庁一体となって対応していくため、司令塔として情報の一元管理と対策の
総合的な企画・調整機能を強化することをねらいに、防災危機管理局に「危機管理室」を設
置し、同局を現行の２室体制から３室体制に再編します。

〇原子力防災室



１ 「いのち」と「くらし」
人権の保障
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２ 次世代のための施策
（未来への投資）

３ びわ湖発の

「グリーン・リカバリー」

ウィズコロナ ポストコロナ時代を見据えた重要施策

県民とともにつくりあげる未来への土壌

ひとの未来への一歩

社会・経済の未来への一歩 自然の未来への一歩
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１ 「いのち」と「くらし」、人権の保障
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新しい衛生科学センターのあり方

衛生科学センターの施設と業務

衛生科学センターの機能強化
健康医療福祉部

薬務課 (内3631)【予算額 ３.７百万円】

衛生科学センターの機能強化に向けたあり方の検討

①調査研究

食中毒、感染症の感染源、感染経路の
解析 等

②試験検査

細菌、ウイルス、食品添加物、水道水質、
残留農薬、放射性物質 等

③研修指導

県内保健関係者、学校関係者、県市町職員
等に対する研修・指導 等

④公衆衛生情報等の収集・解析・提供

感染症情報、健康危機管理情報等の収集・
解析・提供

健康科学情報
発信力の向上

施 設 機 能 の
強 化 （ 建 物 の
老 朽 化 へ の
対応）

多 様 な 主 体
（民間検査機
関、大学、医療
機関など）との
連携

高 度 な 検 査
ニーズに対応
できる検査環
境の確保

健康危機管理
対応力を高め
るための人材
育成機能

施設の建替を前提
とする検討

新たな課題や
地域の課題に
対応した調査
研究機能

地域共生社会の実現
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【予算額 434.7百万円】
○地域におけるつながりの希薄化
○生きづらさや地域生活課題が複雑化・多様化
⇒ダブルケア 8050問題 生活困窮 認知症 子どもの貧困

ひきこもり ごみ屋敷 多頭飼育崩壊 などとして顕在化

多様性と社会参加が尊重される「つながり、支え合う」地域づくり

誰もが必要な支援を利用できる「だれ一人取り残さない」環境づくり

市町が取り組む断らない包括的な支援体制の構築を支援(健康福祉政策課(内3519))

ひとり親家庭に対する相談体制の充実と経済的支援 (子ども・青少年局(内3551))

がん患者のアピアランスサポート (健康寿命推進課(内3654))

多頭飼育崩壊の早期発見・予防策の実施 (生活衛生課(内３６４１))

高齢者・障害者にかかる権利擁護の推進 (医療福祉推進課(内３５２２)) (障害福祉課(内３５４０))

若年・軽度認知症の方の居場所づくり等の支援(医療福祉推進課(内３５２２))

認知症・フレイル等介護予防に向けた市町の取組を支援 (医療福祉推進課(内３５２２))

ｅｔｃ

資料編 関連頁：14



こころに寄り添う滋賀
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〇滋賀県のコロナ禍の自殺者は昨年の195人から207人に増加
〇女性の8月から11月の自殺者は昨年の21人から40人と倍増

普及啓発活動
リスティング広告

講演会等の実施
団体への支援

自殺予防の普及啓発等

相談窓口等の周知

自殺に関する知識の普及

自殺に関する統計分析の強化

衛生科学センター等と連携し、自殺に
関する統計分析力を強化

自殺予防電話相談
こころのほっと相談
SNSを活用した自殺予防相談
いのちの電話の相談環境改善

ゲートキーパー指導者養成
いのちの電話相談員養成

相談体制の充実

人材育成

悩んでおられる方に寄り添い、だれ一人取り残さない社会の実現を目指す

ひきこもり状態にある方々への支援が
これまで以上に求められている

自殺予防の相談強化

専門家チームの設置
普及啓発活動
人材育成

圏域のネットワーク・訪問型支援
民生委員等の研修強化

児童生徒の健全育成に係る県
と市町の連携
ひきこもり未然防止のため県立学校の
不登校等の児童生徒への支援で、県と
市町、教育と福祉の連携強化

ひきこもり支援対策

ひきこもり支援センター強化

公私協働による取組の推進

県と市町、教育と福祉の連携強化

【予算額 111.5百万円】 健康医療福祉部
障害福祉課 (内３５４８)

資料編 関連頁：13

滋賀の美の魅力発信

【予算額 358.2百万円】
うち補正予算 18.0百万円

～ 美の魅力にあふれる滋賀をみんなの美術館に ～

「県立近代美術館」から「県立美術館」

に館名変更

魅力ある展覧会の開催

多様なアート体験の提供

経済界とのつながりの創出

快適な施設サービスの提供

メンバーシップ制度やサポーター制

度の創設

公園内のアート感の醸成 等

６/27(日)

再 開 館

創造(Creation)、問いかけ(Ask)、地域(Local)、

学び(Learning)の４つ(CALL)を軸に、変動する社会

に対し、柔軟にかわりながらかかわり続ける「つねにフ

レッシュなミュージアム」というモデルを滋賀から発信

「かわる、かかわる」ミュージアム

再開館後の美術館での新たな事業展開

24

ミッション・ステートメント （使命と行動指針）

新

美術館に美の発信の総合セン
ター（プラットフォーム）を設置

新たに、県立施設間や美術系ミュージアム間で連携

会議を立ち上げ、共同での広報・プロモーションや連

携企画などを展開

「アートのひろば」として、美術館が立地するびわこ

文化公園内で、アート等に関するイベントやワーク

ショップを定期的に開催 など
(リニューアルコレクション展、アール・ブリュットグ

ループ展、生誕120年 野口謙蔵展 ほか）

美の魅力の一体的発信新

美 術 館

美やアートを通じた
交流や発信の拠点

応援団づくり 活動支援 相談・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ企画・広報

※令和3年2月定例会議に関連条例案を上程

（仮称）新・琵琶湖文化館の整備

ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入に係る詳細検討

文化芸術振興課(内3347) 

文化財保護課(内4681)

文化芸術振興課(内3347) 

資料編 関連頁：16
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現 行 令和３年度

◇総務係
◇振興係

○美の滋賀企画室

文化芸術振興課 文化芸術振興課

◇総務係
◇振興係

（廃止）

○美の魅力発信推進室
（勤務場所：美術館内）

「美の魅力発信推進室」を設置 （文化スポーツ部）

「美の魅力にあふれる滋賀をみんなの美術館に」というコンセプトの具現化に向けて、滋賀

の多様な美の魅力を広く発信するため、「文化芸術振興課 美の魅力発信推進室」を設け、
勤務場所を県立美術館内とします。

26

現 行 令和３年度

○総務課
○学芸課

近代美術館 美術館

○総務課
○学芸課

○教育・コミュニケーション室

近代美術館を「美術館」に改称、「教育・コミュニケーション室」を設置
（文化スポーツ部）

本年６月の再開館にあたり、様々な表現や活動と柔軟に向き合い、多様性をより深く感

じられる場となる美術館を目指して、特定の時代や傾向を想起させる「近代」をはずし、「美
術館」に改称します。

併せて、美術を通じた人々の学びや次世代の育成・交流、地域や関係分野で活動する人
や団体との双方向の連携強化のため、同館に「教育・コミュニケーション室」を設置します。

（○美の魅力発信推進室）
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現 行 令和３年度

○文化財活用推進室

○彦根城世界遺産登録推進室

文化財保護課 文化財保護課

○文化財活用推進・新文化館開設準備室

文化財活用推進室を「文化財活用推進・新文化館開設準備室」に改称
（文化スポーツ部）

今年度中に策定する「琵琶湖文化館後継施設基本計画」のもと、ＰＦＩの検討に着手するな

ど、（仮称）新・琵琶湖文化館の開設に向けた準備に本格的に取り組むため、文化財保護課
文化財活用推進室の名称を「文化財活用推進・新文化館開設準備室」に改めます。

○彦根城世界遺産登録推進室

雇用シェアサポート（「失業なき労働移動」の実現）

28

【予算額 33.9百万円】

商工観光労働部
労働雇用政策課 (内３７５８)

新

送出企業
（雇用維持困難）

滋賀県雇用シェアサポートセンター

受入企業
（人手不足）

キャリアセミナー

相談対応・啓発セミナー・就業規則改正サポート

副
業

出向事例集

移
籍

従業員
出
向

移籍・出向
マッチング

緊密に連携

合同企業説明会

短期的には … 雇用維持 ＋ 人手不足の解消

長期的には … コロナ禍を踏まえた多様な働き方の推進

産業雇用安定
センター

新たに「滋賀県雇用シェアサポートセンター」を開設し、
分野を横断した雇用シェア（出向・副業）および移籍を総合的に支援

労働雇用政策課就業・人材確保支援係を
「多様な働き方推進係」 「雇用確保・就労支援係」に再編

資料編 関連頁：20
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地域の健康を支える公共交通

【予算額 14.9百万円】
土木交通部交通戦略課(内3681)

◯予約制乗合ワゴン「チョイソコりゅ
うおう」の導入に向けた実証

（自販連滋賀県支部との連携）

地域特性に応じた移動手段の導入地域特性に応じた移動手段の導入

公共交通の利用→外出機会の増加→健康増進

地域交通の維持確保支援地域交通の維持確保支援

◯地域や移動の特性と交通実態の把握
（路線バスやデマンドタクシー、福祉制度
による輸送等）

多様な移動手段→活用、費用負担の方策

• 地域公共交通は利用者や運転者の減少等により、現状のままでは
維持確保が困難

• 県民の移動を確保し、健康寿命の延伸にもつながる持続可能な仕組
みをどのように構築していくのかが課題

• 地域特性や移動特性に応じた多様な移動手段の活用、地域の交通ネットワーク
として維持・存続するための指標、目標、費用負担等についての考え方を整理

→各地域公共交通計画に反映

資料編 関連頁：24

強靱な社会インフラの整備、維持管理

30

事前防災対策

河川改修事業の推進

流下能力の拡大等による
治水安全度の向上

河道掘削完了(下流側)

農地防災事業の推進

農村地域の暮らしの安全
安心を確保

ため池堤体改修中

インフラメンテナンス

適切な維持管理

浚渫等による機能回復

砂防えん堤上流の堆積土砂の撤去

老朽化対策の推進

事後保全から予防保全へ

橋梁の長寿命化

【予算額 96,894.6百万円】
うち補正予算 30,911.3百万円

流域政策局(内4150) 耕地課(内3943) 

農村振興課(内3964)

砂防課(内4194) 道路保全課(内4135)  

激甚化する風水害や
切迫化する大規模地震等への対策

予防保全型インフラメンテナンスへの
転換に向けた老朽化対策

資料編 関連頁：21 22 23

道路整備事業の推進
災害に強い幹線道路ネッ
トワークの機能強化［栗東市］

［草津市］

橋梁施工中

（都）山手幹線（馬場・上砥山工区）

早期の復旧・復興対策

道路整備課(内4132)  
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２ 次世代のための施策（未来への投資）

安心して不妊・不育治療を受けることができる環境づくり

32

経済的支援

特定不妊治療費助成

・所得制限：撤廃
・助成額：治療1回あたり30万円

（一部10万円）
・助成回数：1子ごと 6回まで

（40歳以上43歳未満は3回）
・事実婚の夫婦も対象

当事者団体等活動費補助

不妊・不育に悩む方をサポー
トするイベント開催（再掲）

○日本の夫婦5.5組に1組が不妊の検査や治療を経験

○治療期間が長期に及ぶため、経済的にも精神的にも負担

○不妊治療は、柔軟な勤務を可能とする職場環境や周囲の理解・配慮が望まれる。

○「不妊で悩む人たちが話し合える場があるとよい」という声がある。

精神・身体的支援 環境支援

不妊専門相談センターの
設置・運営

健康医療福祉部
健康寿命推進課 (内：3653)

安心して不妊・不育治療を受けるために ３つの視点で支援経済面 精神・身体面 環境面

経済的負担の軽減 当事者団体等との協働

不妊専門相談

県民・職場の理解促進

不育症検査費用助成

不妊・不育に悩む方を
サポートするイベント開催

職場環境整備定着支援

職場の理解促進

新

【予算額 768.7百万円】
うち補正予算 72.2百万円

新

新

新

拡

資料編 関連頁：35



子どもの健やかな育ちと自立を
社会全体で応援する滋賀県の実現へ

滋賀で誕生ありがとう事業

33

【予算額 11.3百万円】

健康医療福祉部
子ども・青少年局(内 3550 )

庁内一体で取組！

子育て、健康、農業、モノづくり、教育
など様々な分野で連携

滋賀で生まれた赤ちゃんへ、生み育ててくれる家族の方達へ、
“おめでとう”、“ありがとう”の贈り物をお届けします。

誕生、おめでとう！

生まれてきてくれて、
ありがとう

滋賀ならではの品

一緒に子育て
しましょう！

知事からの
メッセージ

・子育てﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ
・子育て相談窓口
・市町の子育て情報

協賛企業の
提供物品等

新

▪ 「子どもの笑顔と幸せあふれる滋賀」を目指して、行政、
地域、企業等が連携して取り組んでいることを全国に発信
⇒ 他府県からの移住促進

▪ 「滋賀で生まれてくれてありがとう」の知事メッセージや
企業協賛品等を訪問により届け、子育て支援のニーズ等を把
握し、必要な支援につなげる。 (ｱｳﾄﾘｰﾁ型支援)
⇒ 産後うつの予防・啓発、虐待の未然防止等

▪ 子どもを生み、育てることは負担にもまして、「楽しい・
毎日が充実している」というポジティブキャンペーンを展開
（ＴＶ放送、ＨＰなどで発信）
⇒ 出産・子育ての機運を醸成

資料編 関連頁：36

34

高等専門人材育成機関の設置検討
総合企画部 企画調整課 (内３３１４)【予算額 46.7百万円】

〇 滋賀初となる高等専門学校の設置に向けて検討する。
・ 有識者懇話会を設置し、育成すべき人材像、学科・カリキュラム、規模、経費の見込みなどを検討する。

新たな
高等専門学校
の具体的な姿

産業界との共創

地域課題

コンサル支援

外部有識者

学びのニーズ 理系の魅力発信

技術人材輩出

共同研究

起業家創出

グローバル対応力

S
o
cie
ty
5
.0
の
先
の
社
会
へ

事例やデータで
構想作成を支援

あるべき学校の姿
を懇話会で検討

現状を踏まえた検討（令和３年度） 学校設置による可能性のイメージ

■構想骨子に向けた検討項目

【入口】
入学希望ニーズ

【中身】
教育機関の役割

【出口】
産業界のニーズ

・育成すべき人材像
・学科、カリキュラム
・学校規模

・施設概要
・設置運営主体
・設置費用、収支見込み

・入学者の確保
・卒業生の進路
・産業界との共創 など

教育機関の特色・役割・価値などを３つの観点で議論 主な検討項目

企画調整課に「企画第三係」を設置

資料編 関連頁：42



主権者教育の充実

35

教育委員会事務局
高校教育課（内4575）

【予算額 1.3百万円】新

SDGｓ実現の鍵であるESD(持続可能な開発のための教育）を推進
〇「オンライン生徒会」を開催し、生徒同士が意見交換を行い、生徒会活動を活性化 (中学校）
〇自治体や企業と協力し、地域の抱える諸課題等について、SDGｓの観点をふまえ具体的な提案
を行えるよう実践的な授業を研究(高等学校）

社
会
の
形
成
者
と
し
て
主
体
的
に
参
画
し
よ
う
と
す
る

資
質
・
能
力
の
育
成

市役所や企業で発表フィールドワークなどの地域調査

【学校や地域で身近な課題解決に取り組む → 解決に向けた提案】【学校間の交流→活動の活性化】

オンラインによる生徒会活動の交流

【研究成果の共有】

探究的な学習発表会

【各校における生徒会活動】

身の回りのテーマについ
て、生徒同士で協力しなが

ら、主体的に考え実践

将来にわたって持続可能な
社会を構築する担い手を育
む教育 ＝ ESD

【学びの深化】

教科での学習
（公民、家庭等）

概念や理念の理解
総合的な探究の時間
特別活動での学習

考察、議論する

教育委員会事務局
幼小中教育課（内4665）

資料編 関連頁：40

36

【予算額 25.2百万円】

近未来技術 × 実証実験

商工観光労働部
商工政策課（内3712）

新しい

テクノロジー やビジネスモデル で

社会的課題を解決します。

滋賀県内をフィールドに、
ＣＯ₂ネットゼロに通じる技術等の社会実装に向けた
取組を助成します。

「実証実験のフィールド滋賀」をＰＲし、
国内外から新しい技術やビジネスモデルの実証実験を
呼び込みます。

近未来技術等社会実装推進事業

資料編 関連頁：44



目指す姿（10年後）

少 数 で も 精 鋭 の “ 儲 か る 漁 業 ”

漁業組織の充実

●高い販売スキルを
有する漁業組織が
漁業者をサポート。

●少人数でも行える
効率的な漁法による
操業が可能に。

漁業制度の改革

●水産資源を適正かつ
最大に活用した漁業
が実践される。

合理的な資源管理

●漁業者1人あたりの
収入1,000万円／年。

担い手・流通の充実

少数でも精鋭の儲かる水産業の構築

37

【予算額 31.3百万円】 農政水産部 水産課（内 3873)

漁業経営の質的向上や消費・流通の多様化に対応できる強靭化対策が必要

• 新規就業希望者を支援
• 若手漁業者のスキルアップ
• 担い手による湖魚の魅力発信

• 漁獲情報の一元化体制の構築
• 琵琶湖の生産力の最大活用と
需要に即した漁業の推進

• 湖魚流通チャネルの拡充
• 琵琶湖漁業全体の販売力強化

Ｒ３儲かる滋賀の水産業への転換ための基礎作り

しがの漁業魅力発信スキル
アップ事業

水産資源の最大活用に向けた
スマート水産業体制整備事業

多様で革新的な流通モデル実
践事業

高 齢 化 で
漁業者の減少は
避けられない

そ れ で も
琵琶湖漁業の
継承のために

新新 新

資料編 関連頁：51

38

３ びわ湖発の「グリーン・リカバリー」



2050年二酸化炭素実質ゼロ・持続可能で活力あふれる循環共生社会の実現へ 39

ＣＯ₂ネットゼロへの挑戦

【予算額 5,562百万円】

・県庁の段階的なRE100化

・公用車の脱ガソリン化の推進

・各部門における排出削減
対策の取組の拡大と加速

・再生可能エネルギーの拡大

・環境・エネルギー産業の振興

・産学金民公参画による
研究会の設置
（水素、ESG投資、
地域新電力・VPP)

新

・吸収源の確保

・カーボンクレジットの普及

新

・脱炭素に向けた条例・計
画、
エネルギービジョンの
一体的見直し

条例・計画の見直し

県庁の取組推進

ムーブメントの創出
・当事者意識の醸成

・県民、事業者との意見交換

排出削減対策

吸収源対策

重点プロジェクトの

先行着手

うち､エネルギー政策課、
温暖化対策課予算額 1５９．５百万円
その他関連予算 ５，４０２．５百万円

新

総合企画部エネルギー政策課
（内３０９１)

琵琶湖環境部温暖化対策課
（内３４９３)

2050年に約97％
（2013年度比）
CO2削減が必要

脱炭素社会への取組の加速脱炭素社会への取組の加速 新しいエネルギー社会づくり新しいエネルギー社会づくり 経済と環境の好循環の創造経済と環境の好循環の創造

資料編 関連頁：62 63 64
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産学金民公参画による研究会を設置し、
CO2ネットゼロを実現するための重要
施策として水素エネルギー、ＥＳＧ投資、
地域新電力等を推進するプロジェクトに
先行着手する

総合企画部 エネルギー政策課 (内3090)

中小企業等の省エネ
化・再エネ導入等の
取組を支援

省エネ化・再エネ導入
支援

家庭部門における太
陽光発電等の導入を
支援

ZEH(ネット・ゼロ・エネ
ルギーハウス)の普及

民間団体等による
主体的な活動を支援

地域主体による自主的な取組の支援

・ 省エネルギー・節電の推進
・ 再生可能エネルギーの導入促進
・ 水素エネルギーの利活用など重要な分野への取組 などが必要

地域

事業者家庭

・ エネルギーの地産地消の仕組みづくり
・ グリーン投資の県内への呼び込み

セミナー等の開催により取組の「見える化」を図る
とともに、「しがエネルギービジョン」改定への意見
を募る

次期ビジョンへの県民の方々の意見の反映

重点プロジェクトの先行着手

協働

協働

ＣＯ₂ネットゼロの実現と経済成長の両立に向けて

新しいエネルギー社会づくりの加速化

省エネ・創エネ・蓄エネ取組の加速化・革新的イノベーションの創出
しがエネルギービジョンの改定
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「ＣО₂ネットゼロ推進課」を設置 （総合企画部）

現 行 令和３年度

総合企画部 総合企画部

琵琶湖環境部

温暖化対策課

企画調整課
国際課
県民活動生活課
エネルギー政策課

人権施策推進課
情報政策課
統計課

（他に環境政策課等７課） （環境政策課等７課）琵琶湖環境部

企画調整課
国際課
県民活動生活課

ＣＯ₂ネットゼロ推進課
◇計画調整係
◇事業推進係

人権施策推進課
情報政策課
統計課

パリ協定のもと、「2050年までに温室効果ガスを実質ゼロ」にすることが世界の潮流とな
る中、県内の「ＣО₂ネットゼロ」の実現に向け、エネルギー政策と温暖化対策に一体的に取り
組み、より効果的な施策の推進を図るため、総合企画部エネルギー政策課と琵琶湖環境部
温暖化対策課を統合し、総合企画部に「ＣО₂ネットゼロ推進課」を設置します。

びわ湖の日４０周年記念事業等を通じた
多様な主体による琵琶湖への関わりの創造（ＭＬＧS）

42

【予算額 20.8百万円】

学習・教育

・記念シンポジウム

【びわ湖の日
40周年記念事業】

調査研究

・琵琶湖への思い
募集・展示 等

【マザーレイクゴールズ
（MLGS）推進事業】

琵琶湖版のＳＤＧｓである
マザーレイクゴールズに対して
多様な主体がコミットメント
（約束）いただき、琵琶湖への

関わりを見える化
コミットメント

コミットメント

コミットメント

コミットメント

「びわ湖の日」40周年記念事業新

新 マザーレイクゴールズ（MLGS）推進事業
多様な皆さんとともに
記念シンポジウムで
ゴールズを決定

学びの場
として
の価値

生物多様性保全

琵琶湖保全

森林保全

資源の
有効活用

豊かな食と伝統

観光・レジャー
・遊び

里山・
くらし

気候変動
対策

廃棄物対策

支る
え

る

生活文化を
育む価値

活 か す

滋賀の自然環境を“守り”、“活かし”
森・川・里・湖が織りなす

多様な価値やびわ活を発信！

守

豊かな自然環境
としての価値

琵琶湖保全再生課(内3466)

資料編 関連頁：59 67

環境政策課(内3453)



「やまの健康」の推進
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【予算額 3,648.0百万円】

森林の適正管理 林業の成長産業化

農山村の活性化

【農山村の魅力を高める】
・モデル地域取組支援（５地域）
・多様な地域課題への対応
【県民を やま へ導く】
・多様な主体 普及啓発
・森林資源・空間を活かした
産業創出（森林サービス産業）

・木育ビジネス化を通じたやまに
関心を持つ機会の創出 など

【森林整備】
・間伐・路網整備・針広混交林化
・災害に強い森林づくり（予防伐採）
・伐採,再造林・放置林対策 など

【治山】
・予防治山・復旧治山・流木対策など

環境林：自然のサイクルで
維持される森林

循環林：資源の循環利用を
促進する森林

自然基盤・資源循環

9.3万ha
→13.8万ha

8.0万ha
→3.5万ha

ゾーニング

循環林
（人工林）

環境林
（天然林）

琵琶湖環境部
森林政策課 (内3916)

（現状
→ 50～100年後）

【川上】
活力のある林業の推進

【川中】
加工・流通体制の整備

【川下】
幅広い県産材の利用
（木造化促進アドバイザー
による支援など）

自然からの豊かな恵みを活かし
農 山 村 と 都 市 に お い て 、
自然と共生する健康で幸せな暮らし

県民ムーブメント

関係人口の創出

森林空間の活用

地域資源の活用

FATHER FOREST Life

やまで健康になる、やまを健康にする

拡拡

さぁ、始めよう！

拡

資料編 関連頁：57

令和の地方回帰“選ばれる滋賀”を目指して
【予算額 36.6百万円】

資料編 関連頁：17 54 55 56

『仕事』で選ばれる滋賀

『暮らし』『文化』で選ばれる滋賀

【滋賀ぐらし魅力体験
発信事業】

よろずに応える移住相談会！

豊かな自然、歴史、文化に
囲まれた滋賀

【「近江の城」魅力発信事業】

● 文化財保護課(内4681)

文化財

女性目線で
滋賀をアピール！

滋賀に誘う入口での
就業支援

【滋賀での移住・ＵＩＪターン
就職支援事業】

就業
促進

移住

『ワーケーション』で
「観光三方よし」

【ワーケーション推進事業】

ワーケー
ション

環境
保全

地域
活動

いざな

首都圏における滋賀とのつながりづくり

【首都圏ネットワークを活用した関係人口創出事業】

『ワーケーション』で選ばれる滋賀

農業
農村

∞
首都圏

首都圏
京阪神

『移住先』として
選ばれる滋賀

移住
体験

農林業
体験漁業

体験

空き家
活用

滋賀の暮らしと仕事を現地で体験！

【農村女性がつなぎ・かがやく
滋賀の「食と農」魅力発信事業】

移住
相談

就職

農林業
体験

「人とのつながり」の大切さが再認識され、「新しい生活様式」のあり方が模索されています。 「適度な疎」や豊かな自然・
歴史を有する滋賀の強みを生かし、新しい時代に選ばれる滋賀を目指します。

観光

文化

● 農業経営課(内3847)

● 観光振興局(内3741)
● 労働雇用政策課

(内3757)

● 市町振興課(内3231) ● 市町振興課(内3231)

● 東京本部(03‐5212‐9107)

【移住相談会】

市町振興課(内3231)

観光企画室に
「ニューツーリズム推進係」を設置

44
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県民とともにつくりあげる未来への土壌

46

【予算額 526.2百万円】
新 新たな価値を創造するDXの推進

〇 各種行政手続、行政情報提供、各種相談業務などの行政ｻｰﾋﾞｽのﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｧｰｽﾄの実現
〇 ＤＸによる多様な情報資産の活用

⇒ 県庁組織の生産性を高め、県民の暮らしをより豊かにするイノベーションを実現

〇 ＤＸ技術の積極活用に向けて高い専門性を有する民間企業と市町、県内事業者のマッ
チングのプラットフォームとなる「ＤＸ官民協創サロン」を開設

GovTechの推進 県庁組織の生産性を高め、県民の暮らし
をより豊かにするイノベーションを実現

DX企業との連携

官民オープンデータ

コミュニケーション
のデジタル化

新
た
な
価
値
の
創
造

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
更
な
る
向
上

新
た
な
観
光
機
会
の
提
供

新
た
な
医
療
機
会
の
提
供

新
た
な
安
全
・安
心
の
提
供

デ
ー
タ
の
蓄
積

分
析
と
可
視
化

意
思
決
定

[CC BY 2.0 ] www.cerillion.com/Products/SaaS/Cerillion-Skyline

総合企画部
情報政策課 (内3380)

滋賀県デジタル社会推進本部の活用

資料編 関連頁：71 72
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「地域デジタル化連携推進室」を設置 （総合企画部）

現 行 令和３年度

◇地域情報化係

◇情報基盤係

○ＩＣＴ企画室

情報政策課 情報政策課

○地域デジタル化連携推進室

（廃止）

◇情報基盤係

（廃止）

◇県庁デジタル化推進係

国において、令和３年中に「デジタル庁」創設が計画される中、本県においても国の動きに
対応しつつ、市町や企業と連携し、県民向けサービス・情報提供のデジタル化をはじめ、地
域のデジタル化を一層推進していくため、情報政策課に「地域デジタル化連携推進室」を設
置し、情報政策部門の強化を図ります。

タウンミーティングの開催

県

■ 県民との対話

滋賀県

分析・可視化

県政への反映
・施策構築
・政策判断

滋賀大学
ﾃﾞｰﾀｻｲｴﾝｽ学部

ＨＰ等を通じて
県民への積極的情報提供

可視化

県民との対話と可視化による県政の実現 【予算額 14.2百万円】

総合企画部
企画調整課 (内3312）

知事公室
広報課 (内3046)

新型コロナウイルス感染症の発生による影響

多様化する価値観
⇒応答性を備えた対話を重視

県民

高校生等（次世代会議（仮））

県民の率直な思い

可視化した
県政・県民の声 等

県民との対話

ポストコロナ時代を見据えた
「しがの未来の台本」づくりへ

※参加者の無作為抽出についても検討

連携

テレビ新聞
インターネット

スマートフォン
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県民への広報

・知事への手紙
・しがWEBｱﾝｹｰﾄ
・県政世論調査

情報収集

市町への意見
Twitterの意見

声ある声の収集

ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀから
読み解く意見ﾀｳﾝﾐｰﾃｨﾝｸﾞ

との連携

より伝わる広報
・政策形成

更
な
る
声
の
収
集
（広
報
サ
イ
ク
ル
構
築
）

例：共起ネットワーク分析

■ 県民の声の可視化 ～「声なき声」収集・可視化への挑戦～

声なき声の収集

新

Twitter YAHOO！
JAPAN
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その他の組織改編
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現 行 令和３年度

◇管理係
◇施設係

○交流推進室
◇県民スポーツ係
◇広域スポーツ係

○競技力向上対策室

スポーツ課 スポーツ課

◇管理係
◇施設係

○交流推進室
◇県民スポーツ係
◇広域スポーツ係

競技力向上対策課

「競技力向上対策課」を設置 （文化スポーツ部）

本県での開催時期が令和６年から令和７年へ１年延期となった国民スポーツ大会お

よび全国障害者スポーツ大会に向け、延期に伴い影響を受ける選手へのケアを図りつつ、
競技力向上対策により一層機動的かつ強力に取り組んでいくため、スポーツ課競技力向
上対策室を課に格上げし、「競技力向上対策課」を設置します。
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再発防止策を踏まえた文化財保護課の体制強化 （文化スポーツ部）

現 行 令和３年度

◇管理係

◇建造物係

◇美術工芸・民俗係
◇記念物係
◇埋蔵文化財係
◇安土城・城郭調査係

○文化財活用推進室

○彦根城世界遺産登録推進室

文化財保護課 文化財保護課

◇管理係

◇美術工芸・民俗係
◇記念物係
◇埋蔵文化財係
◇安土城・城郭調査係

○文化財活用推進・新文化館開設準備室

○彦根城世界遺産登録推進室

不祥事の再発防止に向け、事務の効率化やチェック体制の強化等を図るため、文化財
保護課の建造物係を、補助金関連業務等の事務的業務を主として担う「建造物第一係」
と、保存修理工事現場における技術的業務を主として担う「建造物第二係」に分割します。

併せて、技術職員がこれまで担ってきた事務的業務の軽減を図り、技術職員が専門的
業務に一層専念できるよう、「建造物第一係」に事務職員を配置します。

◇建造物第一係
◇建造物第二係
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○知事部局本庁の組織数

令和２年度 10部局等 ４局 62課 4６室

令和３年度 10部局等 ４局 63課 4５室

※部局等：知事公室、部、会計管理局

【 増減内訳 】

・ 課 ＋３ ＣＯ₂ネットゼロ推進課、競技力向上対策課、感染症対策課

・ 室 ＋４ 危機管理室、防災対策室、美の魅力発信推進室、

組織について 組織・職員定数に関すること
総務部人事課 (内3１5４)

△５ 地震・危機管理室、ＩＣＴ企画室、美の滋賀企画室、

競技力向上対策室、感染症対策室

△２ エネルギー政策課、温暖化対策課

地域デジタル化連携推進室
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職員定数について

危機的な状況が続く新型コロナウイルス感染症について、県民の生
命・健康と財産を守り、県民生活と社会機能を維持していくため、感染拡
大防止対策をさらに強化する必要があります。

さらには、国土強靱化のための公共工事への対応、児童虐待防止対
策、DXの推進など、様々な分野で行政重要が増大しています。

令和３年度は、引き続き、不断の取組として、事務事業の見直しや業務
の効率化、部局間および所属間のリバランス等の徹底による減員を図り
つつも、各種行政課題に的確に対応し、重点施策を着実に推進できるよ
う、全体で７７人の増員を行う改正条例案を滋賀県議会令和３年２月定
例会議に提案します。

（知事部局）

令和２年度：3,200人 → 令和３年度：3,277人（＋77人）
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■ 主な増員要素（知事部局）

○ 新型コロナウイルス感染症対策体制強化
・兼務職員の専任化 ＋２１人
・保健所の体制強化（保健師の増員） ＋ ７人

○ 国土強靱化等公共工事増加への対応 ＋２４人

○ 国の「児童虐待防止対策体制総合強化プラン」 ＋１３人
等に基づく子ども家庭相談センターの体制強化

○ DXの推進 ＋ ３人
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(参考) 教育委員会

① 教育委員会事務局 ＋ １人 （ 184人 → 185人）

② その他教育機関および
県立学校 △85人 （3,896人 → 3,811人）

(参考) 小・中学校、警察本部

① 小・中学校の教職員 ＋62人 （8,376人 →   8,438人）

② 警察官 ± ０人 （2,282人 →   2,282人）
警察官以外の警察職員 ＋ ３人 （ 300人 →      303人）

令和２年度 令和３年度

令和２年度 令和３年度


